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概　要 本文は p.11 へ
社会基盤情報の提供にむけた
地球温暖化予測モデルの高信頼性化
　温暖化によって生じるであろう環境変化リスクへの対応方策を考え出すためには、信頼
度の高い地球温暖化予測モデルが必要である。現在、その温暖化シミュレーション結果の
信頼性を高めるための努力が続けられている。
　国連環境計画（UNEP）と国際気象機関（WMO）の協力の下に設立された気候変動に
関する政府間パネル（IPCC）は、2007 年に出版した第 4 次評価報告書（AR4）において
「気候システムの温暖化には疑う余地がない」「温暖化の原因は、人為起源の温室効果ガス
の増加による可能生が非常に高い」という知見を表明した。さらに、温暖化が将来どの程
度進行するかの予測を示し、早期に対策をとることの必要性を明らかにした。これらは、
我が国を含め、世界各国で開発されている地球温暖化予測モデルによってシミュレーショ
ンされた将来気候の投影（Projection）の結果に基づくものである。しかし、この問題に
対するさらに適切な対応策を策定するためには、数値モデルが含む不確実性をより低減し、
さらに定量的な知見を求める必要がある。
　地球温暖化予測モデルにおいては、地球を格子状に区分けし、その格子の中の温度や気
圧は一様とし、実際に地球上で生じている様々な現象（プロセス）をモデル化している。
各プロセスについて、その格子毎の変化をある時間間隔毎に計算するという手法となって
いる。このモデルの信頼性を上げる方向として、（1）モデルに含まれるプロセスを高度化し
て信頼性を高める方法、（2）格子サイズを細かくして解像度を上げる方向、（3）モデルそのも
のの信頼性ではなく、多くの計算結果を平均することで「結果の信頼性」を増す方向がある。
　いずれの方向においても、信頼性を増すための高解像度化には、莫大な計算機リソース
を必要とする。これに対しては最近運用を開始した次世代スーパーコンピュータ「京」に
期待する所が大きい。また地球温暖化モデルを「京」用にカスタマイズするため、気候分
野の専門家と計算機システムの専門家が一体となって運用を進めていくことが必要であ
る。一方、複雑なプロセスの組み合わせの地球温暖化予測モデルにおいては、各プロセス
は、その分野の専門家によって研究され、副プログラムとして温暖化シミュレーションモ
デルに組み込まれている場合が多い。この副プログラム間のデータのやりとりに時間がか
かることから、このデータ転送時間を短縮するような計算機を開発運用していくことも重
要となる。また、船舶等による全球観測網や人工衛星による地球観測によって得られるデ
ータを充実させていくことも不可欠である。
図表　世界規模および大陸規模の気温変化
出典：文献1）を基に改変
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情報通信技術が生み出す自立生活支援サービス
　高齢者ができる限り自立して生活できるように、情報通信技術を基盤とする自立生活支
援技術の研究開発が進展している。ネットワークを介し多様な形態のロボットが連携して
サービスするユビキタスネットワークロボットの研究が進められ、家全体を生活支援ロ
ボット化したスマートハウスの実験が実施されている。在宅患者の遠隔医療への取り組み
が始まり、情報通信を活用した見守りサービスなどの初期ビジネス化が進んでいる。
　米国では、ロボットが誤動作した際の謝罪に関する心理学的研究が進められる一方、
IT 企業は遠隔モニタリングなどに参入している。欧州は、この技術を Ambient Assisted 
Living（AAL）と総称し、フレームワークプログラム資金を投入している。その過程で、
安価で実用的な AAL システムの実現のため、標準化の必要性が認識された。国際電気標
準会議（IEC）では自立生活支援サービスに向けて、サービスの品質やプライバシー / デー
タ保護を含め、国際的基準の策定を検討している。
　情報通信技術を基盤とする自立生活支援技術は、日本再生戦略に対応する研究開発であ
る。介護負担の軽減という観点からも合理的だが、普及を阻む最初の壁はコストである。
コスト低減のためには相互運用性が重要であり、政府が支援する研究開発プロジェクト間
での相互運用実験等を義務として課すのが適切である。取得した個人情報の目的外使用が
法的に制限されていることは、自立生活支援サービスに求められる柔軟性を損なう恐れが
ある。個人情報保護法の改正や医療と介護の情報連携、マイナンバーなどの制度改革を進
め、推進エンジンとして責任を持つ組織の明確化などの施策を展開するべきである。
図表　三形態のロボットが連携する自立生活支援サービス
出典：参考資料7）
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　2012 年 8 月、京都大学数理解析研究所の望月
新一教授は、「宇宙際タイヒミュラー理論（Inter-
Universal Teichmüller Theory I～IV）」 と 題 す る
4 編の連続論文をインターネット上で公表した1）。
この中で、数学上の未解決問題である「ABC 予
想」注1）を証明できることが示された。これを受け、
Nature 誌や Science 誌は、同論文が 21 世紀最大級
の数学的成果になるだろうと報じた2、3）。
　4 編の連 続論文は、Oswald  Teichmüller（1913–
1943）による双曲的代数幾何に関するタイヒミュラー理
論を拡張して新たな定理を導き出したものである。こ
の新定理を使えば、整数論に関する「ABC 予想」、
双曲的代数曲線に関する「Vojta 予想」、楕円的代数
曲線に関する「Szipiro 予想」などの未解決問題が容
易に証明できるとされている。望月氏は、16 歳で（米）
プリンストン大学に入学、22 歳で博士号を取得し、
京都大学に招かれた逸材であり、これまでも遠アーベ
ル幾何予想の証明など多くの業績を残している。
　ABC 予想は、1985 年にJoseph Oesterléと David 
Masser によって独立に提起された整数論の予想（推
論）であり、この予想が証明されれば、解決まで 360
年を要したフェルマーの最終定理注2）も容易に証明で
きる。Nature 誌と Science 誌はともに、望月氏による
手法は全く新しいものであり、深い洞察が多く含まれ
るため、他の数学者による解説が出てくるには数ヶ月
掛かるだろうとしている。この斬新な手法は、整数論
や代数幾何の多くの問題を解決する強力な道具となる
ことが期待され、21 世紀の数学の新たな出発点にな
るだろうと考えられている。
　ABC 予想に関しては、2006 年、オランダのライ
デン大学数学研究所と Kennislink 科学協会が共同
でABC@homeプロジェクトを立ち上げ、バークレイ
分散コンピューティング・プラットホーム BOINC を用
いて、膨大な数の三つ組み注1）を見つけ出している4）。
2012 年 9 月 25 日までに、c<1020 の条件で 23,157,864
個の三つ組みを見つけ、現在も新たな三つ組みの発
見が続いている。なお、BOINC は、個人のパソコン
の余力をネットワークを通じて利用する仕組みであり、
ABC@Homeプロジェクト以外にも様々な分野で利用
されている。
　数値的に膨大な数の三つ組みを見つけ出しても、そ
の数が有限個に留まるのか、それとも無限個存在する
のかは判別できず、ABC 予想を証明できるわけでは
ない。発見された三つ組みに何らかの関係性が見つか
れば、ABC 予想の証明のヒントになるであろうが、そ
のような関係性は今まで発見されていなかった。
　このような状況下で、全く新しい手法でABC 予想を
証明したことは、高く評価される。また、望月教授が
導出した新たな定理や手法は、21 世紀の数学に大きな
影響を与えることは間違いないであろう。
　2012 年 8 月、京都大学数理解析研究所の望月新一教授は、「宇宙際タイヒミュラー理論（Inter-Universal 
Teichmüller Theory I～IV）」と題する 4 編の連続論文を発表した。この論文は、数学上の未解決問題で
ある「ABC 予想」を証明する新たな定理を全く新しい手法で導き出したものである。この新定理は、「ABC
予想」のみならず他の未解決問題の「Vojta 予想」や「Szipiro 予想」なども証明できるとされている。
今回の ABC 予想の証明は、世界的に高く評価され、その斬新な定理の発見や手法は、将来の数学に大
きな影響を与えると考えられる。Nature 誌や Science 誌においては、この成果は 21 世紀最大級の数学
的成果になるだろうとしている。
参　考
1）　S. Mochizuki; Inter-universal Teichmüller Theory IV: Log-volume Computations and Set-theoretic Foundations :
http://www.kurims.kyoto-u.ac.jp/~motizuki/Inter-universal%20Teichmuller%20Theory%20IV.pdf
2）　P. Ball; Nature News : http://www.nature.com/news/proof-claimed-for-deep-connection-between-primes-1.11378
3）　B. Cipla; Science Now : http://news.sciencemag.org/sciencenow/2012/09/abc-conjecture.html
4）　ABC@home : http://abcathome.com/data/
トピックス1 数学上の未解決問題「ABC予想」を証明
注 1）ABC予想：互 い に 素 な 自 然 数a とb に お い て
c =a+b とし、積abc の互いに異なる素因数の積を rad（abc）
と書く。この時、1 よりも大きな数q に対して、c >rad（abc）q
を満たす自然数の三つ組み（a, b, c）は、有限個しか存在
しないという予想。例えば、5+27=32 において、32>rad
（5・33・25）=5・3・2=30 となり、q <1.018 であれば三つ
組み（5, 27, 32）が存在する。しかし、4+27=31 において
は、31<rad（22・33・31）=2・3・31=186 となり三つ組み
は存在しない。
注 2）フェルマーの最終定理（フェルマー予想）：
an＋bn =cn（n>2）に非自明な整数解は存在しない。1994
年に、英国の数学者 A. Wiles により証明された。
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トピックス2 直立浮上式防波堤の建設
　国土交通省近畿地方整備局は、2012 年 10 月より和歌山県海南市の和歌山下津港にて、津波対策と
して直立浮上式防波堤の建設を開始した。この防波堤は航路を横断して設置するため、船舶の航行に支
障とならないように、通常は海底に沈めた状態となっているが、津波による危険がある場合は、鋼管内
に空気を送ることで、浮力により鋼管を海底から海面上の必要な高さまで浮上させ、津波による被害を
防止する。その後、危険が無くなれば再び海底まで沈降する。一般的に、通常時の船舶航行を可能にす
る防波堤は水門を採用する事例が多いが、水門設置が困難な場合には、今回開発された直立浮上式防波
堤は有効な対策となる。
参　考
1）　国土交通省　近畿地方整備局　神戸港湾空港技術調査事務所 HP「技術開発・設計」：
http://www.pa.kkr.mlit.go.jp/kobegicyo/gijyutsu/tounankai4.pdf
2）　国土交通省　近畿地方整備局 HP「港口における可動式津波防波堤の適用性について」：
http://www.kkr.mlit.go.jp/plan/happyou/thesises/2010/pdf03/10.pdf
　国土交通省近畿地方整備局は、2012 年 10 月より
和歌山県海南市の和歌山下津港にて、津波対策とし
て直立浮上式防波堤の建設を開始した。この防波堤
（約 240 m）は航路を横断して設置するため（図表 1）、
船舶の航行に支障とならないように、通常は海底に
沈めた状態となっている。津波による危険がある場
合は、鋼管を海底から海面上の必要な高さまで浮上
させ、津波を遮ることで被害を防止する。
　この防波堤は、通常は水深 13.5 m の海底に沈め
られており、下部鋼管の内側に上部鋼管を格納した
構造になっている。緊急時には、上部鋼管内に空気
を送ることで、浮力により上部鋼管を、海底から約
21 m の高さまで 10 分以内に浮上させる。津波によ
る危険が無くなった後、上部鋼管内の空気を抜くこ
とで、自重により沈降させ下部鋼管内に収める1）（図
表 2）。
　防波堤の基本性能は、「東海・東南海・南海地震
（H15 中央防災会議での 3 連動モデル）」で想定され
る津波・地震に対して正常に稼働し、津波による被
害を防止することとしている。また、耐震対策は防
波堤本体だけでなく、送気管、コンプレッサー、電
源設備等の関係する付属装置にも施されており、非
常用電源も整備される。これにより地震が発生して
も確実に作動するシステムとなっている。
　本防波堤については、これまで大規模水理模型実
験や実海域実証試験等から技術的課題を検証してき
た。今後は、本防波堤の維持管理手法の確立、運用
体制の確立等を図る予定である2）。
　一般的に、通常時の船舶航行を可能にする大規模
な防波堤は水門を採用する事例が多い。しかし、大
型船舶が航行する航路で、水深が深く航路幅も広い
場合は水門設置が困難である。このような場合に、
今回開発された直立浮上式防波堤は有効な対策となる。
図表１　直立浮上式防波堤の位置
図表２　直立浮上式防波堤の原理
出典：参考1）
科学技術動向研究センターにて作成
護　岸
水　門
直立浮上式防波堤
防波堤
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　2012 年 7 月に経済協力開発機構（OECD）と国
連食料農業機関（FAO）の発表した「農業アウトルッ
ク 2012–2021」1）では、環境規制シナリオを用いた
世界のバイオ燃料市場予測が行われている。
　現在、バイオ燃料の原料に、EU 産植物油の
60%、ブラジル産サトウキビの 50%、米国産トウ
モロコシの 40% が使用されており、バイオ燃料は
将来の農業予測に不可欠な要素となっている。米
国環境保護局（EPA）は、2007 年エネルギー自給・
安全保障法（EISA）に基づき、温室効果ガスの
20% 削減を目標とした 2022 年までのバイオ燃料の
総量と、新型バイオ燃料の使用量を再生可能燃料
基準（RFS）として定め、2010 年に改訂している
（RFS2）。これらの環境規制は、米国のバイオ燃料
市場を立ち上げる要因となり、バイオ燃料となる
エタノール生産量は、米国が全世界の約 50% を占
めるようになった。
　RFS2 における新型バイオ燃料は、セルロース系
再生燃料（非食用原料）、バイオディーゼル油、そ
の他（サトウキビ原料エタノール等）に分類され
ている。温室効果ガス削減効果は、既存バイオ燃
料（トウモロコシ原料エタノール）よりも、新型
バイオ燃料、特に非セルロース系再生燃料が高い。
今回、世界の市場予測に用いられた米国の環境規
制に関する 3 つのシナリオ（図表）では、いずれ
も導入の難しいセルロース系再生燃料の使用量を
RFS2 よりも削減している。これにより、シナリオ
1 ではバイオ燃料の総量が削減される。シナリオ 2
では、その他新型バイオ燃料の増加、シナリオ 3
では、既存バイオ燃料を増加させて RFS2 のバイ
オ燃料総量を維持している。分析には、OECD と
FAO の開発した世界の農産物に関する動的部分均
衡需給モデル（AGLINK–COSIMO）が用いられて
いる。AGLINK–COSIMO は、26,000 の変数からな
る 15,000 の方程式により、40 カ国の 40 品目の農
産物の需給をモデル化している。
　シナリオ別の分析結果を次に示す。
シナリオ 1：バイオ燃料の総量が低く設定される
ため、ガソリンに混入するエタノール比率の規制
は低く抑えられる。そのため、バイオ燃料に対応
した代替燃料車の導入があまり進まない。
シナリオ 2：セルロース系再生燃料の不足分をそ
の他の新型バイオ燃料で補うため、ブラジル産の
サトウキビ原料エタノール輸入量が米国で増加す
る。世界的にエタノール価格が高騰し、EU、中国、
インド、タイ、カナダでエタノールが増産される。
米国では、代替燃料車が普及し、米国のエタノー
ル消費量がさらに増加する。
シナリオ 3：新型バイオ燃料の不足分を既存バイ
オ燃料で補うため、米国内のトウモロコシ原料エ
タノール消費量が増加する。その他の影響は、シ
ナリオ 2 に近い結果となる。
　環境規制シナリオを用いたマクロ経済分析によ
り、米国内の環境規制が、トウモロコシやサトウ
キビなど原料を含めた代替バイオ燃料の世界市場
に大きな影響を与えることが定量的に示された。
　経済協力開発機構と国連食料農業機関は、2012 年 7 月に「農業アウトルック 2012–2021」を発表した。
米国の環境規制シナリオを用いた世界のバイオ燃料市場予測を行っている。米国環境保護局は、温室効
果ガスを削減するために、2022 年までのバイオ燃料の総量と、新型バイオ燃料の使用量を再生可能燃
料基準として定めており、この再生可能燃料基準に基づくシナリオが用いられた分析の結果、米国内の
環境規制はトウモロコシやサトウキビなど原料を含めた代替バイオ燃料の世界市場に大きな影響を与え
ることが定量的に示された。
参　考
1）　OECD-FAO, Agricultural Outlook 2012-2021, http://www.agri-outlook.org
トピックス3 米国の環境規制シナリオに基づく世界のバイオ燃料市場予測
図表　EPAの再生可能燃料基準（RFS2）と 3つのシナリ
オにおける各種バイオ燃料使用量の構成
参考1）に基づき科学技術動向研究センターにて作成
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参　考
1）　東京大学生産技術研究所記者会見「デジタルホログラフィーを使ってマイクロ流れの 3D 測定に成功」（平成 24 年
9 月 28 日）
2）　松尾司，木下晴之，安木政史，大石正道，大島まり，藤井輝夫，本篤志
“デジタルホログラフィック顕微鏡による時系列マイクロ 3D3CPTV”可視化情報 Vol.32, Suppl. No.2 （2012）: 
pp.55-56
　サイズが 1ミクロンから1ミリメ トール程度の微小空
間において立体的な経路をとる流体の流れを解析する
ためには、流速の 3 次元計測が必要である。この場
合、流体に含まれる粒子の位置をとらえるため、従来
は空間の周囲にステレオ視を行うためのカメラを複数
配置したり、特殊な光学系を用いるなどの工夫を施し
ていた。しかしながら、従来のいずれの技術も、あ
る時点の粒子の位置が高精度で観測可能できるのは、
ある 2 次元断面内のみであり、空間内の粒子の 3 次
元位置を取得することは困難であった。
　東京大学生産技術研究所、ウシオ電機（株）、西華
産業（株）の研究グル プーは、微小スケールでも立体形
状が撮影できるデジタルホログラフィー 技術と、高精
度粒子位置検出アルゴリズムを組み合わせて、今まで
困難であった微小空間における 3 次元的な流れ場の
流速分布を、3 次元かつ時系列に測定できるシステム
（DHM－PTV：Digital Holographic Micro Particle 
Tracking Velocimetry）の開発に成功した。
　研究グループは、トレーサ粒子（流れにのって移動
する粒子）の動きから流速等を測定するPTV（Particle 
Tracking Velocimetry）という従来の手法をベ スーに、
新たなトレーサ位置の測定法を開発した。具体的に
は 1 枚の画像から微小構造物の 3 次元構造を測定す
ることが可能なデジタルホログラフィー 技術に着目し、
オフアクシス方式（撮像面に対して参照光をわずかに
傾けて入射させる）の透過型ホログラフィー 光学系と
デジタルビデオ撮像系を組み合わせたデジタルホログ
ラフィック顕微鏡を開発した。
　次に、この顕微鏡により取得した位相情報を用いて、
粒子の正確な重心位置を特定するためのアルゴリズム
を開発し、重心位置の時間的な変化から速度を求め
られるようにしたのである。
　この新しい測定法により、微小スケールにおける高
速流から低速流までの様 な々 3 次元的な流動の測定、
解析ができるようになり、幅広い分野での利用、特に、
毛細血管を流れる血流（赤血球をトレーサとする）や
細胞内外の流れに関する研究などへの応用が期待さ
れる。
トピックス4 微小領域における流体の動きが3次元で測定可能な新技術
　微小空間で立体的経路をとる流体の流れを解析するには、流速の 3 次元的な計測が必要である。従
来の測定法では、ある瞬間における流速分布は、実用上ひとつの断面上でしか測定できず、高精度の
3 次元計測は困難であった。東京大学生産技術研究所、ウシオ電機（株）、西華産業（株）の研究グループ
は、デジタルホログラフィック顕微鏡と高精度のデジタルホログラム解析アルゴリズムを組み合わせ
て、微小空間内の粒子のある瞬間の正確な位置検出とその位置における流速測定を可能にする技術の開
発に成功した。微小スケールにおける様々な 3 次元的流動の測定・解析によって、幅広い分野での利用、
特に毛細血管を流れる血流や細胞内外の流れに関する研究などへの利用が期待される。
図表　開発中のデジタルホログラフィック顕微鏡
参考1）より
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2012 年ノーベル賞
自然科学 3部門の受賞者決まる
特別記事
　2012 年のノーベル賞自然科学 3 部門（生理学・医学賞、物理学賞、化学賞）の受賞者が決まった。
10 月 8 日にスウェーデン カロリンスカ研究所より生理学・医学賞が、同国王立科学アカデミー
から 9 日に物理学賞、10 日に化学賞が発表された。以下に受賞者と受賞理由について紹介する。
自然科学 3部門受賞者と受賞理由の概要
John B. Gurdon：（英）ケンブリッジ大学ガードン研究所教授
山中伸弥：（日）京都大学 iPS 細胞研究所（CiRA）所長・教授、カリフォルニア大学
サンフランシスコ校グラッドストーン研究所上級研究員
受賞理由
「成熟した細胞がリプログラミング（初期化）され多能性を獲得し得る」ことに対して
　ヒトは受精卵から発生する。受精後しばらくの間、胚（発生初期の個体）は未成熟な
細胞で構成されており、どの細胞も成体を構成する全ての種類の細胞になり得る。この
ような細胞は多能性幹細胞と呼ばれ、神経細胞、筋細胞、肝細胞など、成体内で特定の
役割を担う全ての種類の細胞へと分化する（多能性を持つ）。この分化過程は不可逆的な
ものであり、一度成熟した細胞は再び未成熟で多能性を持つ状態に戻ることはないと考
えられていたが、両氏はその現象が起こり得ることを発見した。
　1962 年、Gurdon 氏は、成熟した細胞の核に多能性が保存されていると報告した1）。こ
の発見は、アフリカツメガエルの腸上皮細胞の核を除核した卵細胞に移植し（体細胞核
移植）、その卵細胞が通常のオタマジャクシへと成長することを示した実験、いわゆるク
ローンカエルの作製に基づく。
　Gurdon 氏の発見から 40 年以上後の 2006 年、山中氏は、マウスの線維芽細胞を未成熟
な幹細胞へと人工的にリプログラミング（初期化）することが可能であると報告した2）。
得られた幹細胞は多能性を備えており、よって人工多能性幹細胞、または iPS 細胞と呼
ばれるようになった。驚くべきことに、人工多能性幹細胞は、わずか 4 つの遺伝子を線
維芽細胞に導入するだけで作製が可能であった。 
　両氏の発見により、成熟した細胞は、必ずしも分化した状態であり続けるわけではな
いとの理解に至った。個体発生や細胞の分化についての理解が根本から覆され、発生学
や再生医学の進展につながった。さらに、ヒトの細胞をリプログラミングすることによっ
て、疾患の研究や、診断・治療法の開発が大きく前進すると期待されている。
参考文献
1）　Gurdon, J.B. The developmental capacity of nuclei taken from intestinal epithelium cells of 
feeding tadpoles. Journal of Embryology and Experimental Morphology 1962 ; 10 : 622-640.（オ
タマジャクシの腸上皮細胞から得た核の発育能）
2）　Takahashi, K., Yamanaka, S. Induction of pluripotent stem cells from mouse embryonic and 
（1）生理学・医学賞
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（2）物理学賞
Serge Haroche：（仏）コレージュ・ド・フランスおよびパリ高等師範学校
David J. Wineland：（米）国立標準技術研究所およびコロラド大学 Boulder 校
受賞理由
「粒子の量子状態を非破壊で観測・制御を可能にする実験技術の開発」に対して
　量子力学における不確定性原理によ
り、非破壊または状態を変えることなく
粒子の量子状態を観測することは不可
能と考えられていた。しかし、Haroche
氏は、高励起された原子の重ね合わせ状
態を用いて空洞共振器内のマイクロ波
光子の非破壊観測、Wineland 氏は、レー
ザーパルス（光子）を用いてイオンの量
子状態の制御と非破壊観測に成功した。
　Haroche 氏のグループは、測定対象の
マイクロ波光子を超伝導空洞共振器中
に長時間閉じ込めた。そして、Rb 原子
の 2 つの高励起の量子状態 a>とb>の重
ね合わせ状態 a>+b> を作り、その中を
通過させた（図表 1）。Rb 原子は、光子
との相互作用の結果、重ね合わせ状態
に位相差が生じて a>+（eiθ）b> となる。
この位相差を利用して、共振器内の光
子の個数を非破壊で計測することに成
功した1）。通常は、観測した途端に光子
は消滅するが、この方法では、観測後
も光子は残存し、しかも量子状態は変
化していない。
　Wineland 氏のグループは、測定対象のイオンをトラップに閉じ込め、レーザ ・ークー
リングの手法でイオンの電子とイオン振動の両方の量子状態を基底状態にした2）。さら
にイオン振動の重ね合わせ状態 a>+b> を作り出し、この重ね合わせ状態は非破壊のま
ま隣のイオンに伝わることを示した（図表 2）。従来は、a>または b>のどちらか一方の
振動状態として伝わると考えられていたが、重ね合わせ状態のまま非破壊で伝わること
を実証した。
　光子やイオンの量子状態を、どちらの場合も非破壊観測したことに相当しており、そ
れらを可能とした実験技術がノーベル賞の対象となった。これらの実験技術は、将来的
には量子コンピューターへの応用や超高精度の時刻標準としての利用が期待される。
参考文献
1）　M. Brune, et al., Phys. Rev. Lett. 65, 976-979 （1990）
2）　J.C. Bergquist, et al., Phys. Rev. Lett. 57, 1699-1702 （1986）
3）　“The Nobel Prize in Physics 2012―Popular Information” Norbelprize.org. 11 Oct 2012
http://www.nobelprize.org/nobel_prizes/physics/laureates/2012/popular-physicsprize2012.pdf
図表 1
図表 2
出典：参考文献1）
出典：参考文献3）
adult fibroblast cultures by defined factors. Cell  2006 ; 126 : 663-676.（特定の因子によるマウス
の胎仔と成体の線維芽細胞からの多能性幹細胞の誘導）
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図表　細胞の外側にあるホルモン（橙）が細胞膜中のβアドレナリン受容
体（青）に結合し、細胞内部にあるGタンパク質（赤）を活性化
している様子
出典：参考文献1）
（3）化学賞
Robert J. Lefkowitz ：デューク大学
Brian K. Kobilka ：スタンフォード大学
受賞理由
「Ｇタンパク質共役受容体に関する研究」に対して
　科学者にとってアドレナリンのような生理活性物質が細胞にどのように作用し、細胞
の外から中へ情報がどのように伝わって生理活性を発現するかは長い間の謎であった。
数多くの研究からまず分かったことは、細胞の外部からの情報シグナルである生理活性
物質が細胞膜にある「受容体（receptor）」で受け取られ、細胞内部にあるＧタンパク質
が活性化することで、細胞内の生化学反応が変化する仕組みの存在であった。（このＧタ
ンパク質とそのシグナル伝達の役割を発見した業績に対して 1994 年、Alfred G. Gilman
と Martin Rodbell の両氏がノーベル生理学医学賞を受賞）
　花粉症など今ある多くの薬がこの「受容体」に作用するよう開発されているが、この「受
容体」が分子レベルでどのような構造をしており、また、活性時にどのような化学反応
や構造変化を起こすかについての解明はまだであった。創薬における分子設計上もこの
解明が望まれていたが、親水性表面が少なく構造的に揺らぎを持っているという「受容体」
の性質上、構造決定のために必要な結晶化が非常に難しいとされてきた。
　このような中、受賞グループは、G タンパク質共役受容体（G protein-coupled receptor, 
通称 GPCR）という一連の「受容体」群の中からβアドレナリン受容体の結晶化に成功し、
その分子構造を決定した。そして、作動薬、拮抗薬の結合による受容体の構造状態を明
らかにして、活性時に大きな構造変化があることを突き止めた。さらに、G タンパク質
と結合時の受容体の立体構造も明らかにし、いわば、細胞膜上で生理活性が発現してい
る様子を分子レベルで「化学的に捕捉」することに成功した。
　このように細胞外から細胞内へのシグナル伝達という生理現象を化学的に捉えたこの
研究は、創薬への応用として、GPCR の構造モデルをもとに様々な候補化合物を分子レベ
ルで設計することを可能とし、医療の進展を飛躍的に向上させうる可能性を有している。
参考文献
1）　“The Nobel Prize in Chemistry 2012-Popular Information,” Nobelprize.org, 11 Oct 2012：
http://www.nobelprize.org/nobel_prizes/chemistry/laureates/2012/popular-chemistryprize2012.pdf
2）　Rasmussen et al.,（2011）Crystal structure of the human beta2 adrenergic receptor-Gs protein 
complex. Nature 477, 549-555.
3）　2012 ノーベル化学賞解説講演会「GPCR の現状と将来―基礎から創薬への展開」，第 2 回 CSJ 化
学フェスタ 2012, 2012 年 10 月 15 日，東京工業大学．
細胞の外側 ホルモン
細胞膜 受容体
Gタンパク質
細胞内部
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社会基盤情報の提供にむけた地球温暖化予測モデルの高信頼性化
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科学技術動向研究
社会基盤情報の提供にむけた
地球温暖化予測モデルの高信頼性化
　気候変動に関する政府間パネル
（IPCC：Inter-governmental Panel 
on Climate Change）は、1988 年に
国 連 環 境 計 画（UNEP：United 
Nations Environmental Program）
と国際気象機関（WMO：World 
Meteorological Organization）の 協
力の下に設立された。同パネルの
メンバーは UNEP および WMO の
加盟国となっている。設立の目的
は、人為的な気候変動のリスクに
関する最新の科学的・技術的・社
会経済的な知見をとりまとめて評
価し、各国政府にアドバイスする
こととされている。我が国を含む
世界各国の著名な研究者らが、公
表された成果を精査し、気候変動
に関する評価を行い、数年おきに
評価報告書を出版している。直近
の報告書は、IPCC 第４次評価報
告書（AR4：The 4th Assessment 
Report）1）として 2007 年に出版さ
れた。第 5 次評価報告書は、2013
年後半から 2014 年にかけて出版
される予定である。
　IPCC AR4 では、「気候システム
の温暖化には疑う余地がない。」と
され、その原因について、「20 世紀
半ば以降に観測された世界平均気
温の上昇のほとんどは、人為起源
の温室効果ガス濃度の観測された
河野　健
客員研究官
増加によってもたらされた可能性
が非常に高い。過去 50 年にわたっ
て、各大陸において（南極大陸を除
く）、大陸平均すると、人為起源の
顕著な温暖化が起こった可能性が
高い。」とされている。そこで、温
暖化の進行を抑制するため、温室
効果ガス排出を規制する政策を必
要とするとともに、進行する温暖
化によって生じると考えられてい
る環境変化、すなわち、酷暑、厳冬、
集中豪雨、台風の頻度やサイズの
変化などのリスクに対応するため
の方策を求めているところである。
　IPCC AR4 に記述された「温暖
化の原因は、人為起源の温室効果
ガスの増加による可能生が非常に
高い」という知見は、我が国を含
め世界各国で開発されている地球
温暖化予測モデルによってシミュ
レーションされた将来気候の投影
（Projection）の結果に基づいてい
る。このことから、将来予測の正
確さを高める、ということは、こ
の地球温暖化予測モデルの信頼度
を高めることにほかならない。地
球温暖化予測モデルを用いたシ
ミュレーションによる投影像で
は、今世紀末の平均気温の上昇は、
人為起源二酸化炭素排出のシナリ
オに応じて 1.1〜6.4℃ 程度である
が、同じシナリオの下でも±2 度
程度の不確かさを含んでいる。二
酸化炭素削減目標の設定や堤防の
高さを定めるなどの具体的な対応
策を検討するためには、その基盤
となる将来予測の正確さが求めら
れることは言うまでもない。
　地球温暖化予測モデルの信頼性
を高めることは、各国の地球温暖
化予測研究共通の課題である。我
が国においても、平成 23 年に閣議
決定された第 4 期科学技術基本計
画において、「地球観測、予測、統
合解析により得られる情報は、グ
リーンイノベーションを推進する
上で重要な社会的・公共的インフ
ラであり、これらに関する技術を
飛躍的に強化するとともに、地球
観測等から得られる情報の多様な
領域における活用を促進する。」と
されている。さらに、単なる環境変
化のシミュレーションではなく、「持
続的な社会を構築するために、高い
信頼姓を有する気候変動予測情報、
さらに気候変動に関するリスク情報
が求められている（気候変動リスク
情報創成事業2））」としている。本報
告では、対応策の検討において基盤
となる情報を導き出す地球温暖化予
測モデルについて、その信頼性を高
めるための研究動向を概説する。
1 はじめに
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　地球温暖化予測の信頼性を測る
ためには、地球温暖化予測モデル
で得られた結果と実際の過去の気
候を比較し、その変動がうまく再
現できているかどうかを検証する
方法が用いられる。いくつかの具
体的な指標を定め、それがどの程
度再現されたか、を比較するわけ
である。この指標としては、例え
ばエル・ニーニョの発生頻度、全
球平均気温の推移、台風発生頻度
や経路、海氷分布、温度分布など
の一致度、さらには、その一致度
を数値化したものなどが用いられ
ている。図表１は指標として平均
気温の推移を用いた場合である。
複数の国の研究機関によって、同
じ二酸化炭素排出シナリオの下で
再現された平均気温の変化を示し
ている。網掛の帯が人為起源温室
効果ガスを考慮した地球温暖化予
測モデルによるシミュレーション
の結果である。
　幅があるのは複数の地球温暖化
予測モデルのシミュレーション結
果にばらつきがあるためである。
黒線が観測結果であり、各大陸平
均、全球平均、陸域、海洋の場合
で、地球温暖化予測モデルのシ
ミュレーション結果が観測結果を
ある程度良く再現していることが
わかる。即ち、地球温暖化シミュ
レーションモデルはある程度信頼
できる、と考えることが可能となる。
　次に、この地球温暖化予測モデ
ルから人為起源温暖化効果ガスの
影響を除いてシミュレーションを
実施すると灰色の帯のような結果
となる。観測結果とは異なり、近
年の平均気温はさほど高くなら
ず、1920 年頃からほぼ横ばいと
なることがわかる。これが IPCC 
AR4 で述べられている「自然変
動だけでは現在の温暖化を説明で
きず、人為起源温室効果ガスの影
響が原因である」とする所以である。
　上述のように、各国の研究機関
で開発された複数の地球温暖化
予測モデルによってシミュレー
ションされた投影像には差があ
る。そこで、それら投影像を相互
比較するという研究がいくつか
なされている。その中で、IPCC
と関連が深いものとして、CMIP
図表１　世界規模および大陸規模の気温変化
出典：文献1）を基に改変
2 地球温暖化予測モデルによる将来気候の投影結果の信頼性
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（Climate Model Intercomparison 
Projects）がある。これは、WMO
と 国 際 科 学 会 議（ICSU：Inter-
national Council for Science）が協
力して実施している世界気候研究
（WCRP：World Climate Research 
Programme）の傘下で組織され
て い る 合 同 科 学 委 員 会（JSC：
Joint Scientific Committee）と、同様
に WCRP 傘下の気候の変動性およ
び予測可能性研究計画（CLIVAR：
Climate Variability and Predict-
ability Project）が共同で設置した
結合モデル開発作業部会（WGCM：
Working Group on Coupled 
Modeling）が主催して行われて
いる相互比較プロジェクトであ
る。図表 2 にシミュレーション結
果と観測結果の分布の一致度を比
較した結果の一例を示す。これ
は、各国の研究機関で開発され
た複数の地球温暖化予測モデル
によってシミュレーションされた
気温、海面水温、降雨、海氷分
布などを含む 14 種類の値につい
て、それぞれのシミュレーション
結果と観測結果の差を求め、それ
をもとに統計的な計算を施し、シ
ミュレーション結果と観測結果
がどの程度一致しているかをス
コア化したものである。CMIP–1
とは 1900 年代半ばの地球温暖化
予測モデルの結果、CMIP–2 と
は 2003 年頃の地球温暖化予測モ
デルの結果、CMIP–3 とは IPCC 
AR4 に用いられた地球温暖化予
測モデルの結果比較を示してい
る。図の横軸はスコアであり、白
丸は各種数値シミュレーションモ
デルを表し、円の大きさは 95％
の信頼度を示す。左端に近づくほ
ど観測結果との一致度が高いこ
とを意味する。CMIP–1 では、各
モデルのスコアは 1.4 から 7 以上
とばらついていたが、CMIP–3 で
は、約 0.6 から 2.1 とばらつきの
幅が小さくなっている。即ち、モ
デルが新しくなる（CMIP–1 から
–3 に推移する）に従って、各モ
デルが概ね観測結果に近づいてお
り、かつそのばらつきの幅も小さ
くなっていることがわかる。この
結果から、温暖化シミュレーショ
ン結果の信頼性は徐々に高くなっ
ていると解釈することができる。
　こ の よ う な 進 歩 を 踏 ま え、
IPCC AR4 では、地球温暖化が現
在進行中であり、その原因が人為
起源温暖化効果ガスであることを
ほぼ特定し、温暖化が将来どの程
度進行するかの予測知見を示し、
早期に対策をとることの必要性を
決定的に明らかにした。他方、今
後さらに適切な対応策策定のため
には、数値モデルが含む不確実性
をより低減し、さらに定量的な知
見を求める必要があることは明ら
かである4）。
図表 2　各種の地球温暖化シミュレーションモデルがどの程度観測結果と一致するかの比較
（CMIP–1 から CMIP–3 は比較を行った時期が異なり、CMIP–1 がもっとも古い。横軸は各モデルのスコア（本文
参照）。シミュレーション結果と観測値の比較各モデルによるばらつきは小さくなりながら観測値に近づき、アン
サンブル平均（本文参照）も観測値に近づいていく）
出典：文献3）を基に改変
よって大気や海洋が暖められるプ
ロセス、大気の流動、大気と海洋
の間の熱交換のプロセス、海洋の
流動、降雨のプロセスなど構成さ
れるプロセスは複雑多岐にわた
　地球温暖化予測モデルは、実際
に地球上で生じている様々な現象
（プロセス）をモデル化（定式化）
して、これらを組み合わせてでき
た集合体である。例えば、太陽に
る。そして、地球を格子状に区分
けし、その格子の中の温度や気圧
は一様と仮定の上、各プロセスに
ついて、その格子毎の変化をある
時間間隔（タイムステップ）毎に
3 シミュレーション結果の信頼性を高めるための方向性
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（1）海氷モデル5）
　北極海や南極周辺における海氷
の生成や融解は、大気と海洋の間
の熱交換に大きな影響を及ぼすと
ともに、海洋の循環にも大きく影
響している（河野6）、科学技術動
向）。また、氷と海水では反射率
が異なり、太陽から受けた熱の吸
収度合いにも影響する。そのため、
地球温暖化予測モデルでは、海氷
の生成・融解プロセスが含まれて
いることが必須である。しかし、
モデル化にあたり、海氷の生成・
融解と海氷の運動を表現すること
はかなり難しい。例えば、現実の
結氷のプロセスは複雑で、海水の
過冷却 → 数 m 深での針状の氷生
成 → 表面への浮上 → シャーベッ
ト状の氷 → 蓮葉氷 → 氷板と変遷
する。このような複雑なプロセス
をモデルの中で表現することは困
難なため、結氷温度になれば氷と
なる、というような簡略化が行わ
れる。また、海水中の真水が氷と
なるため、結氷時には高塩分の海
水（ブライン）が形成されるが、
このブラインの生成排出過程も複
雑である。海氷が海水の流れとと
もに運動し衝突する際にも、破壊
されるのか、単に結合するのか、
乗り上げて面積が減り厚みが増す
のか、など様々な状況が考えられ
る。さらにこれらの現象が、氷の
分布や海洋の循環、ひいては気候
にどう影響するのか、などは未解
明な点が多い。
（2）積雲対流モデル7）
　地表や海面の暖かい空気が上昇
することによって形成されるタ
ワー状の雲を積雲と呼び、高さ
は 2 km から 10 km に達する。こ
のうち、大規模なものは積乱雲
と呼ばれる。積雲は大量の雨を降
らせ、また大気に熱を与え、大気
の大循環を駆動する原動力となっ
ている。このような大規模な積雲
の集団の例として、インド洋域で
形成され、数十日かけて東へ移動
計算するという手法がとられてい
る。どのような格子を用い、どの
ようなプロセスを含み、それをど
のように定式化し組み合わせるか
は、地球温暖化予測モデルによっ
てそれぞれ異なるため、それが
各々のモデルの特徴にもなり、ま
たモデル毎の差異を生む要因とも
なっている。本章では、地球温暖
化予測モデルの信頼性を上げるた
めの代表的な３つの方向、すなわ
ち、（1）モデルに含まれるプロセ
スを高度化して信頼性を高める方
法、（2）格子サイズを細かくして
解像度を上げる方向、（3）モデル
そのものの信頼性ではなく、多く
の計算結果を平均することで、「結
果の信頼性」を増す方向について
概説する。
3-1
地球温暖化予測モデルに
含まれるプロセスの高度化
　地球温暖化予測モデルの基本
は、大気・海洋結合モデルと呼ば
れる 1970 年代に開発された大気
の循環と海洋の循環を同時に扱う
数値モデルである。主に、運動方
程式と質量保存式、熱力学の式か
らなるプリミティブ方程式によっ
て記述されている。しかし、この
プリミティブ方程式によって、地
球上で生じている現象の全てが記
述できているわけではない。多く
の場合、水の蒸発や凝結に伴う潜
熱の収支や海氷の生成・融解など
のプロセスが明示的には取り扱わ
れない。また、格子サイズより小
さい空間スケールをもつプロセス
も考慮されない。そこで、これら
のように直接取り扱えないプロセ
スを数理モデル化し、その影響を
取り込むこと（これを、パラメタ
リゼーションという）が必要とな
る。ここでは例として海氷と雲の
取り扱いの例を示す。
し西太平洋で消えていくものが知
られている。これはマッデンジュ
リアン振動と呼ばれる現象で、日
本を含む世界中の気候に影響を与
える。また、これはエル・ニー
ニョ南方振動とも関係する。し
かし、この積雲形成のプロセス
は、現在多く使われている地球温
暖化予測モデルの格子サイズより
も小さい空間スケールで生じてお
り、十分解像できていない。その
ため、このプロセスのモデル化の
適否が、温暖化予測の結果に大き
な不確実性をもたらしていること
が知られている。図表 3 は地球温
暖化予測モデルによって再現され
た 9–11 月の降水量と観測値の差
に統計処理を施し、モデルによる
再現結果と観測値がどの程度一致
しているかをスコア化して比較し
たものである。縦軸がスコアを
示し、スコアが 1 であれば観測
結果と一致することを意味する。
（1）、（2）は入手可能な観測デー
タをもとに数値モデルの結果も併
用しながら格子化したデータセッ
トによる結果、＊印は観測結果に
近づくように人為的に調整（フ
ラックス調整）を施した数値モ
デル、それ以外はそのような調
整をしていない数値モデルによ
る結果である。モデルによって
降雨量が異なることがわかる。
図中、白抜き、および黒で示さ
れ た ス コ ア は、MIROC （Model 
for Interdisciplinary Research on 
Climate）と呼ばれるモデルによ
るシミュレーション結果である。
MIROC は東京大学気候システム
センター（現：東京大学大気海
洋研究所）、国立環境研究所、海
洋研究開発機構地球環境フロン
ティア研究センター（現：地球環
境変動領域）が共同で開発した、
大気―海洋―陸面結合モデルで、
IPCC AR4 への貢献のために開発
されたものである。白抜きで示
されたスコアは、MIROC の高解
像度（H）バージョンと中解像度
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図表 3　世界各国の地球温暖化予測モデルの結果と降水量観測結果の比較。
（縦軸がスコア（本文参照）。スコアが１に近づくほど、観測結果との一致度が高い。）
出典：文献8）を基に改変
（M）バージョンによるシミュレー
ション結果である。黒のスコアは
MIROC に最新の積雲対流モデル
を組み入れた結果であり、温暖化
予測モデル中、４のモデルと並び
観測結果に最も近い値を示すこと
がわかる。
　以上の二つの例でもわかるよう
に、地球温暖化予測モデルに含ま
れるプロセスの取り扱い、すなわ
ちパラメタリゼーションによっ
て、シミュレーション結果は大き
く影響を受ける。ここでは 2 例の
みを紹介したが、このようなプロ
セスはほかにも多数ある。従って、
個々のプロセスを高度化あるいは
より信頼性の高いものにしていく
ことが、シミュレーション結果の
信頼性を高めることに直結する。
3-2
高解像度化
（1）全球高解像度モデル
　本章冒頭で述べたとおり、地
球温暖化予測モデルは、地球を
格子状に区分けして、その格子
の中の温度や気圧は一様と考えて
計算を行う。従って、格子サイズ
よりも小さい空間規模をもつ現象
は考慮されないことになる。この
ため、上述のように個別のパラメ
タリゼーションを必要とする。言
い換えれば、逆に格子サイズを十
分小さくすれば、特別なパラメタ
リゼーションを行わなくても、積
雲対流などのような現象は基礎と
なる方程式に原理的には含まれる
こととなり、その効果を反映した
気候を再現できることとなる。そ
こで、格子サイズを極力小さくす
ることが、地球温暖化予測モデル
の信頼性を高めるもう一つの方向
となる。例えば、東京大学気候シ
ステムセンター（現：大気海洋
研究所）と海洋研究開発機構地
球フロンティア研究センターが
共同で開発した地球温暖化予測
モ デ ル NICAM（Nonhydrostatic 
ICosahedral Atmospheric Model）
は、全球を球面に一様に分布する
正 20 面体格子で覆い、そのサイ
ズを「積雲」を解像できる程度に
まで極力小さくすることで信頼性
を高めようとしたものである。こ
れまで、格子サイズを 3.5 km に
まで細かくし（格子点数は鉛直方
向も含めると 10 億点以上）、多く
の積乱雲を解像することに成功し
ている。これにより、パラメタリ
ゼーションによらず、マッデン
ジュリアン振動を再現することが
可能となった。しかし、数 100 m
ないし数 km のスケールを持つ雲
はまだ解像できないため、今後さ
らなる高解像度化が必要と考えら
れている8）。このような試みは、
大きな計算機リソース（CPU 速
度やメモリ容量）を必要とするた
め、計算機の進歩とともに進めら
れてきており、最近運用が始まっ
た理化学研究所の次世代スーパー
コンピュータ「京」の利用が期待
されている。
（2）部分的な高解像度化
　高解像度化を目指す場合、例え
ば格子間隔を半分にすると、水平
方向・高さ方向合わせて格子数は
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8 倍となり、ごく単純に考えると
計算時間も 8 倍となる。一般に格
子サイズを小さくすると、膨大な
計算機リソースが必要となる。そ
こで、興味がある箇所のみの格子
サイズを小さくするバリアブル
メッシュ法や、サイズの違う格子
を組み合わせるネスティングとい
う技法がとられる。図表 4 は、海
洋研究開発機構地球環境変動領域
が開発した日本沿海予測システム
（JCOPE：Japan Coastal Ocean 
Predictability Experiment）の計
算領域を示したものである。この
システムは日本沿岸域での流況を
正確に予測することを目指して開
発されたものである。日本近海に
は黒潮が流れているが、この黒潮
の変動を再現するには地球規模で
のシミュレーションが必要とな
る。そのため、日本近海のみを計
算領域とするモデルを作ることは
できない。そこで、比較的粗い
格子サイズで全球のシミュレー
ションを行い、その結果を境界条
件として北西太平洋規模の比較
的細かい格子サイズの計算を行
う（JCOPE2）。さらにその結果
を境界条件として、日本近海のシ
ミュレーションを行う（JCOPET）
という方式を採用している。こ
れにより、最も興味のある海域
（JCOPET）を高解像度で計算し
ながらも全体としての格子数を減
らすことが可能となり、計算機リ
ソースを抑制できるという利点が
ある。この利点により、例えば、
福島第一原子力発電所事故に際
し、節電のため海洋研究開発機構
の地球シミュレータは稼働できな
かったにもかかわらず、JCOPE
システムは、放射性物質の海洋拡
散予測に用いることができた。
　ただし、このように格子サイズ
を一定としない場合に特有の問題
がある。バリアブルメッシュの場
合、計算の時間ステップは最小格
子サイズに合わせることになるの
で必ずしも全てが効率的になるわ
けではない。また、ネスティング
の場合には、入れ子にした計算領
域の境界条件の設定に工夫が必要
とある。これらのことから地球温
暖化予測のように比較的長期間の
図表 4　日本沿海予測システムの計算領域
海洋研究開発機構提供
予測には必ずしも適していない面
もある。
3-3
アンサンブル平均
　地球温暖化予測モデルのように
複雑なモデルの場合、第 3 章で述
べたモデルの特徴の違いのほか
に、普通ならば無視できるような
計算を開始する際に用いる初期値
の微妙な差異が、予測結果を大き
く変えてしまう場合もあることが
知られている。複雑な温暖化予測
モデルによる予測結果は、初期値
に大きく依存していると考えられ
る。温暖化予測モデルに用いられ
る初期値は、観測結果をもとに、
それをモデルの格子サイズに合わ
せてグリッド化したものである。
そのため、観測誤差やグリッド化
の操作に伴う誤差が含まれてい
る。そこで、同じモデルを用いて、
初期値を人為的にわずかに変えて
シミュレーションを行い、その結
Bckgr: Mog of Sea Current [m/s]; 00Z15SEP2010 UTC(ANL); Dep=0 m
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図表 5　エル・ニーニョの発生を示す指標の時系列比較。（正の場合がエル・ニー
ニョ、負の場合がラ・ニーニャとなる）
海洋研究開発機構提供
果の平均を取る（これは、時間軸
方向に平均する時間平均に対しア
ンサンブル平均と呼ばれる）こと
により、観測結果との一致度が高く
なることが経験的に知られている。
図表 5 は、エル・ニーニョ／ラ・
ニーニャの発生を示す指標（エ
ル・ニーニョインデックス）を時
系列で示したものである。エル・
ニーニョやラ・ニーニャは、冷
夏・暖冬や多雨・少雨など我が国
の気象に大きな影響を与えるた
め、比較的近い将来であっても正
確な予測が求められる。図表 5 で
は、2011 年の 6 月の観測データ
を初期値として、それを人為的に
わずかに変え、いくつかのシミュ
レーションを行い、1 年半先まで
を予測したものである。黒細線は
モデルの予測値を示している。初
期値がわずかに異なることによ
り、指標の推移や 1 年半後の指標
の予測値は比較的大きく異なって
いることがわかる。黒太線はその
アンサンブル平均、点線が観測値
を示す。各々の予測結果（黒線）
にはばらつきがあるが、そのアン
サンブル平均は半年先までであれ
ば、その様子を良く再現している
ことがわかる。
　また、同じ条件で計算させた複
数のシミュレーションモデルの結
果を平均すると、観測値に近くな
ることも経験的に知られている。
第 2 章の図表 2 の黒丸は全ての地
球温暖化予測モデルのアンサンブ
ル平均をとり、それをスコア化し
たものを示している。観測値（最
下段の白丸）に近づくことがわか
る。これは、地球温暖化シミュレー
ションモデルにはそれぞれ固有の
特徴があるが、その特徴に起因す
る特異な値が平均操作によって見
えにくくなるため、と考えられて
いる。
　このように、地球温暖化予測モ
デル一つ一つの信頼度を上げる方
式以外にも、複数のモデルを動か
す、あるいは単一のモデルを微妙
に異なる初期値を使って動かすな
どの方法により複数の予測結果を
得、その平均をとる、という方法
も予測結果の信頼性を高めること
につながる。
　地球温暖予測モデルは、着実に
進歩してきており、地球温暖化が
現在進行中であり、その原因が人
為起源温暖化効果気体であること
をほぼ特定した。さらに、温暖化
が将来どの程度進行するかの予測
知見を示し、早期に対策をとるこ
との必要性を明らかにするに至っ
た。今後は具体的な対策立案に資
するような、より定量的な知見が
求められる。そのためには、地球
温暖予測モデルによるシミュレー
ション結果の不確実性を軽減する
必要がある。本報告では、その
ための 3 つの方向性を概説した。
　このような地球温暖化予測モデ
ルの発展は、計算機環境の整備と
密接に関わっている。信頼性を増
すための高解像度化には莫大な計
算機リソースを必要とするが、計
算時間という観点から考えた時
に、2 通りの方向性がある。一つ
は、演算速度である。たとえば、
第 3 章で紹介した NICAM のよ
うな高解像度モデル開発のため
には、演算速度が早いコンピュー
タが不可欠である。最近運用を開
始した理化学研究所の次世代スー
パーコンピュータ「京」に期待す
る所は大きい。既存の地球温暖化
モデルを「京」用にカスタマイズ
するためには、気候分野の専門家
ばかりではなく、計算機システム
の専門家と一体となって進めてい
くことが必要である。もう一つは、
メモリバンド幅である。地球温暖
2.5
2
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専門は海洋学。観測を通じて海洋環境の変動を明らかにする研究に従事。海洋底層の
水温上昇と南極オーバーターンの変化を研究している。
東京大学大学院新領域創成科学研究科客員教授。
化予測モデルは複雑なプロセスの
組み合わせ、という特徴を持って
いる。各プロセスは、その分野の
専門家によって研究され、副プロ
グラムとして温暖化シミュレー
ションモデルに組み込まれている
場合が多い。そして副プログラム
間でのデータ転送に長い時間を必
要とする。極端なケースでは、シ
ミュレーション結果を得るための
総計算時間のうち、演算時間と
データ転送の時間が同等、という
場合もある。このため、データ転
送に要する時間を短縮するような
広データバンド幅の計算機を開発
運用していくことも重要となる。
　地球温暖化予測モデルは、全球
を格子に区切って計算しているこ
ととから、将来予測のための初期
値としても、信頼度測定のための
シミュレーション結果と観測デー
タの比較のためには、観測データ
を全球で格子状に取得することが
必要となる。現実にはそのような
データを取る理想的な観測手法は
存在せず、船舶等による全球観測
網9）や人工衛星による地球観測に
よって得られるデータを基に作成
されたデータセットが用いられて
いる。このような観測データを充
実させていくことも不可欠である
ことを附言しておく。
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情報通信技術が生み出す
自立生活支援サービス
　平成 22 年（2010）国勢調査の
確定数公表を受けて、国立社会保
障・人口問題研究所は、『全国将
来人口推計の結果』を公表した1）。
生産年齢人口（15–64 歳人口）は、
2010 年の 8,173 万人から 2060 年
には 4,418 万人まで減少するが、老
年人口（65 歳以上人口）は、2,948
万人から 3,464 万人に増加すると
いう。生産年齢人口と老年人口の
比は、2060 年には 0.78 となる計
算である。人々が働き始めるのは
実際には 20 歳過ぎからなので、
比率は実質的には 1 に近い。推計
には外国人居住者の増加トレンド
も加味されているので、移民政策
を大幅に緩和しない限り、生産年
齢の一人が一人の高齢者を支える
時代は確実に到来する。
　厚生労働省の『介護給付費実態
調査』によれば、2010 年には、老
年人口の六分の一が介護保険制度
に基づく介護サービスを受給して
いた2）。この比率が維持されるな
らば、2060 年には 600 万人に近
い高齢者が介護サービスを受給す
るようになる。一方、介護労働安
定化センター『平成 22 年度介護
労働実態調査』によれば、介護サー
ビスを提供する事業所の 50.3％が
従業員の不足を感じていた3）。
山田　肇
客員研究官
　生産年齢人口が減少していく
中、介護労働者の確保と介護労働
者が確保できない場合の代替施策
の検討が必要になっている。生産
年齢の一人が一人の高齢者を支え
る時代にも、経済的に合理的な形
で介護サービスを維持していくた
めに、想起される戦略は次の二つ
である。
戦略①　高齢者が介護を必要と
する時期を、できる限
り先に延ばす。
戦略②　高齢者に提供する介護
サービスを、徹底的に
効率化する。
　人々が老いていく様子を明らか
にした研究成果が、『全国高齢者
パネル調査』として発表されてい
る4）。東京都老人総合研究所と東
京大学などによる 1986 年から続
く調査で、2006 年調査では 2,459
人からデータが収集された。その
結果によると、男性の場合には社
会活動への参加の有無が急速な老
化と緩慢な老化を分け、女性では
配偶者からの自立の程度が老化の
速度を分けた。このように、社会
との関わりが男女双方にとって重
要である。
　ただし、全国高齢者パネル調査
だけでは「老化の進みが遅いから、
社会に関わっていられたのではな
いか」という疑問がわく。この疑
問に答える調査が、東京都老人総
合研究所によって 3 年間にわたり
実施された『世田谷区における認
知症予防プログラムの評価研究』
である5）。
　世田谷区における研究では、認
知症予防プログラムを継続して提
供し、認知症予防プログラムに参
加した高齢者（参加群）と、調査
には協力したが認知症予防プログ
ラムには参加しなかった高齢者
（協力群）を対象に、認知機能の
度合いに相違がないかが調査され
た。認知症予防プログラムには、
旅行に関する情報を収集し発表
し合うといった知的活動も含まれ
た。その結果、参加群のほうが協
力群に比較して認知能力の低下が
少ないという結果が出た。高齢者
の社会参加を促進する政策は、介
護を必要とする時期をできる限り
先に延ばす戦略①に役立つ。
　本稿では、情報通信技術が生
み出す自立生活支援サービスを
紹介する。このサービスは、介
護保険制度に基づく介護サービス
をまだ提供する必要がない人々の
1 はじめに
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　自立生活支援技術に関する研究
開発は、国際電気通信基礎技術研
究所や産業技術総合研究所などで
取り組まれている。そのほか、い
くつかの企業が高齢者の見守り
サービスをビジネス化している。
2-1
ユビキタスネットワーク
ロボット
　国際電気通信基礎技術研究所で
は、ユビキタスネットワークロ
ボットの研究が進められている7）。
家庭でスマートフォン（バーチャ
ル型ロボット）に買い物リストを
入力した高齢者が、スーパーマー
ケットでビジブル型ロボットに迎
えられ、会話を楽しみながら環
境中のセンサ（アンコンシャス型
ロボット）によるサポートを得て
買い物するといったサービスが提
供される。ロボットには高齢者の
万歩計データや日常生活の話題が
ネットワークから提供され、高齢
者からの応答に応じて、想定して
いたシナリオから選択して会話を
進めていくようになっている。こ
れによって高齢者は「友人」と買
い物しているような気分になり、
外出が楽しくなる。
　ロボット一種類をすべての生活
シーンで効率よく動作させるので
はなく、図表 1 のように、ネット
ワークを介してさまざまな形態の
ロボットが連携してサービスを提
供するというソフトウェアの柔軟
性に、ユビキタスネットワークロ
ボットの特徴がある。
　ユ ビ キ タ ス ネ ッ ト ワ ー ク ロ
ボットでは、ハードウェアとソ
フトウェアは分離され、ハード
ウェアはプラグアンドプレイが
可能である。研究チームは Open 
Geospatial Consortium や ITU– 
T・SG16 といった多様な標準化
活動に積極的に参加している。ロ
ボットハードウェアの相互接続
に つ い て は Willow Garage な ど
がオープンソースライブラリを公
開しているが、ユビキタスネット
ワークロボットは物理的接続より
もサービスに注目している。
2-2
スマートハウス
　工場は産業ロボットが動きやす
いようにレイアウトできる。一
方、生活支援ロボットは個々人の
ニーズに応じるため、産業ロボッ
トよりも複雑で、柔軟な組み換
えや高度な相互連携などが求め
られる。産業技術総合研究所で
は、「センサ（入力装置）とアク
チュエータ（出力装置）をインテ
リジェンスが協調動作させるもの
は、すべてロボットである」とい
う考え方の下で、家全体を生活支
援ロボット化したスマートハウス
の実験が実施された8〜10）。
　スマートハウスでは、図表 2 に
示すように、入力装置、出力装置
とインテリジェンスな制御をお
生活を支え、介護サービスを必要
とする時期を遅らせることができ
る。老化が進み介護サービスが必
要になっても、一人で自宅暮らし
ができる段階なら、人件費のかか
るサービスの一部は自立生活支援
サービスで置き換えることができ
る。さらに老化が進み、老人保健
施設などで有人でのサポートを提
供しなければ生活が維持できない
段階になっても、提供するサービ
スの一部は依然として自立生活支
援サービスで代替できる。つまり、
自立生活支援サービスは、一部は
戦略①にかかわるものの、主に介
護サービスを徹底的に効率化する
戦略②に関係する。もちろん、自
立生活支援サービスは高齢者だけ
ではなく、障害者を含む多くの
人々が利用できる。
　“OECD Science, Technology 
and Industry Outlook 2012”にお
いて、OECD は、日本の課題は、
①東日本大震災で破壊された社会
的・経済的基盤の回復、②研究開
発成果を社会のニーズに応えるよ
うに還元する方法の改善、③政府
内部組織間の調整であるとしてい
る6）。自立生活支援技術は、法律・
規制・慣習といった制度上の壁
やコストの壁に阻まれ、本格的な
サービスには至っていない。自立
生活支援サービスが直面している
のは、まさに②と③の課題であり、
本稿では、これらの解決について
最終章で提言する。
　本稿では、「介護サービス」と「介
護労働者」という表現は、介護保
険制度に基づく介護サービスと、
それに従事する労働者を指すもの
とする。一方、情報通信技術が生
み出す自立生活支援サービスは、
上述のとおり、介護サービスを必
要としない人々の生活を支えるの
にも利用されるため、サービスと
従事者を表す際には、「自立生活
支援サービス」と「自立支援者」
という表現を用いることにする。
また、「自立生活支援技術」とい
う表現は、情報通信技術を基盤と
する自立生活支援技術を指すもの
とする。
2 我が国の動向
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こなうホームサーバーは、Robot 
Technology（RT）ミドルウェア
で接続されている。入出力装置ご
との接続プロトコルをホームサー
バーが判断して、個別にコマンド
を出すようにするのは大変に面倒
である。そこで通訳として RT ミ
ドルウェアという共通ネットワー
クプラットフォームを間に入れる
ことで、ホームサーバーは装置個
別の接続プロトコルを意識しない
でコマンドを送出できるように
なった。これにより、装置毎の組
み替えがソフトウェアレベルで
可能になり開発効率が上がるこ
とで、利用者のニーズに応じた
チューニングも容易になった。
　スマートハウスの延長線上でコ
ンパクトシティが構想されてい
る。コンパクトシティでは、エネ
ルギ、交通、物流、介護、生活支
援などの課題に個別に応えるよう
に入出力装置を配置するわけでは
ない。入出力装置の一例として電
図表 1　三形態のロボットが連携する自立生活支援サービス
図表 2　RTミドルウェアで接続されるスマートハウスの入出力装置
出典：参考資料7）
出典：参考資料8）
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Home Research Initiative（AHRI）
という研究プロジェクトがある。
AHRI は 1998 年 の ス タ ー ト で、
家庭の中に新技術・新サービスを
導入する可能性について研究を進
めている。研究分野は「家庭にお
ける健康」「エネルギや廃棄物の
管理」「デジタルメディアとエン
タテインメント」「未来の家庭に
おけるツール」の四つで、このう
ち「家庭における健康」が自立生
活支援技術に関係する。
　その技術の一例が Sympathetic 
Devices である13）。研究開発の背
　米国では、ジョージア工科大学
をはじめ多くの大学で自立生活
支援技術の研究が進められてい
る。IT 企業もこの分野への進出
を図っており、高齢化が先に進行
する欧州を研究拠点としている例
もある。
3-1
大学における研究
　ジョージア工科大学には Aware 
景には、うつ病が米国の高齢者の
間で大きな健康問題となっている
ことがあった。うつ病は早期死亡
の主な要因の一つであるが、社会
的孤立がうつ病を引き起こす。高
齢者が社会的孤立を経験するきっ
かけは、配偶者との別れ、移動性
の欠如や障害にともなう社会との
つながりの途切れ、家族や友人の
転居などが挙げられる。自立した
生活を送っている高齢者のコミュ
ニケーションニーズを特定し、個
人的・社会的つながりを維持する
ことを助ける目的で Sympathetic 
気自動車を取り上げれば、この装
置は交通弱者の移動を支え、物流
で利用され、緊急時には避難所で
蓄電池として利用できる。スマー
トハウス全体をロボットと見なす
文脈では、コンパクトシティ自体
がロボットと見なされる。人々は
ロボットの中で生活することに
なり、エネルギ、交通、物流、介
護、生活支援などを総合した生活
サービスが提供される。社会シ
ステム全体を繋いでいくために、
RT ミドルウェアのような共通
ネットワークプラットフォームの
重要性が増している。
2-3
在宅医療の取り組み
　医療は、高齢者の自立支援にお
いても重要な分野である。NTT
グループでは千葉県・亀田総合病
院と協力し、遠隔医療共同実証ト
ライアルを 2012 年にスタートし
た11）。在宅患者宅で血中酸素飽和
度、血糖値等といった医療バイ
タル情報を自動収集して、ネット
ワークを介して医療健康共通基盤
にアップロードすると、医療従事
者が閲覧し、在宅患者に対して遠
隔医療を実施する。
　このトライアルの延長線上で、
NTT グループは、医療従事者や
訪問薬剤師、訪問看護師、ケアマ
ネージャ、ホームヘルパー等の医
療・介護関係者が情報通信を通じ
て情報連携し、在宅患者に高品質
なケアを提供する、在宅医療・訪
問介護連携によるトータルケアバ
リューチェーンの実現を目指して
いる。
　クアルコムジャパンと札幌医科
大学などは、家庭で収集した血圧
計、万歩計、体重計などの情報を
移動通信回線で医療施設に送信
し、それを元に医療従事者が指導
をおこなう遠隔医療の実験に成功
している12）。
2-4
見守りサービスの提供
　情報通信を活用した見守りサー
ビスが、多くの企業でビジネス化
されている。
　ペンダント形の緊急通報装置を
持つ高齢者が、異常時にボタン
を押すと詰所から職員が派遣さ
れる、あるいは、携帯電話ネッ
トワークを利用して位置を特定す
ることで徘徊する高齢者や子供の
連れ去り対策に役立てるといった
サービスがある。セコムの場合に
は、位置情報検索回数は 1 日当た
り約 14 万件で、徘徊高齢者の発
見といった実際に効果の上がった
事例は延べ 4,900 件に達している
とのことである。
　このほか、フラッシュライト、
ホームコントローラ、ワイヤレ
スマグネットセンサ、ガラスセ
ンサ、空間センサ、非常ボタン、
煙・熱・ガスセンサなどを家庭内
に配置し、防犯や自立生活支援に
役立てるサービスもある。トータ
ルパッケージとして防犯・火災監
視・非常通報・ガス漏れ監視・緊
急通報・生活監視を提供すれば、
高齢者もそれを見守る家族も安心
できる。こうしたサービスの対象
は今のところ富裕層中心のものが
多く、自治体向け等に拡大してい
くためには、システムの低廉化が
求められる。
3 米国の動向
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Devices は開発された。
　研究プロジェクトでは、既存技
術をクリエイティブに活用する、
包括的なデザインアプローチを取
る、インタフェースをシンプルに
する、といったデザイン原則を立
て、合計 8 つのデバイスが試作さ
れた。Altruist はその一例で、友
人の存在を高齢者に知らせること
に焦点を当てている。装置はキー
ホルダーなどとしても使えるガ
ラスの物体である。装置を保有し
た知人がジムやスパなどの公共エ
リアに入ると、高齢者宅のベース
ステーションは、ジムやスパそれ
ぞれに固有の音楽を流す。こうし
て、高齢者がジムやスパなどへ出
かけ、社交活動するのを手助けする。
　カーネギーメロン大学は、ピッツ
バーグ大学と共同運営する Quality 
of Life Technology Center（QoLT）
で関連研究を進めている。日常
生活におけるニーズと活動に的を
絞って、パーソナルな支援ロボッ
ト、認知と行動のコーチング、人
間の注意力などに関するプロトタ
イプを構築している。
　ロボットの謝罪に関する研究は
興味深い。人々にサービスを提供
するロボットも時にはミスを犯
す。例えば、病院の配達ロボット
は緊急対応中の看護師の邪魔にな
るかもしれない。ミスは人々の信
頼と満足度を下げ、再びそのサー
ビスを利用することへの抵抗感を
高める。カーネギーメロン大学は
ロボットのミスがどのように緩和
されるかを研究した14）。
　期待値設定戦略では、簡単に見
えるタスクがロボットにとっては
困難であることを人々に事前通知
し、彼らのロボットに対する期待
値を設定し直すようにした。ミス
する可能性がある、または、ロ
ボットにとっては困難なタスク
である旨を事前に知らされた人々
は、怒りやストレスなしにロボッ
トが犯したミスを受け入れた。謝
罪戦略はロボットを有能に見せ、
ロボットをより好きになってもら
う上で効果的であった。これに対
して、犯したミスを補償する戦略
では、サービスに対する満足度の
向上には効果的だったが、ユーザ
が再びそのサービスを利用するこ
とについてはあまり効果がなかった。
　人々がロボットに依頼する用事
（タスク）は、掃除、食器洗浄、
洗濯、アイロンがけ、重い荷物の
移動といったものであるが、タス
クのすべてを達成できるロボット
は存在しない。これは、そうした
タスクがロボットにとって容易で
はないためである。家庭やオフィ
ス内で、信頼できるレベルで繰り
返しタスクを実行できる、また、
ユーザがストレスを感じないよう
に十分に早くタスクを実行できる
ロボットシステムを作ることを目
標に、執事ロボット HERB が開
発された15）。HERB は屋内環境で
効率的に地図を作製し、経路を検
索して進行し、家庭内の物体を認
識して位置づけ、複雑なタスクを
実行することができる。
3-2
企業の動き
　自立生活支援は大きなビジネス
に成長する可能性があり、IT 企
業は動向を注目している。
　IBM は、米国内ではなく、イ
タリアで自立生活支援技術にかか
わる研究開発に取り組んだ。そ
れが Bolzano プロジェクトであ
る。Bolzano は北部チロルの小都
市で、2009 年当時、Bolzano の高
齢化率は 22.6% で、財政は逼迫し
ており介護にかかわる経費をこれ
以上増やす余裕はなかった。IBM
からの協力依頼に基づいて、日常
生活の遠隔モニタリングプロジェ
クトが開始された16）。
　遠隔モニタリングに着目した理
由は、対象者の状況変化に短時間
で対応でき、今まで実施してい
た通常介護よりも経費を節減で
き、対象者の生活の質を維持でき
る可能性があったからである。対
象者は家族や自立支援者に頻繁に
チェックされることなく、自らの
尊厳を保ち自立した生活を営むこ
とができる。
　環境センサとスマートフォンの
警報・情報伝達アプリによって、
対象者家庭の状況が把握できる
ようになっている。6 か月のプロ
ジェクトで、環境センサからは、
CO2 について 69,272 件、温度に
ついて 40,621 件などに加え、湿
度・照明・水の使用・CO（一酸
化炭素）・煙・メタンの各情報が
送信された。警戒レベルに達して
いたのは 541 件で、このうち深刻
な警報は 0 件、最終的に誤報と判
断された警報が 413 件であった。
残り 128 件の中には、室内に他人
が入ったため CO2 濃度が高まっ
ているが継続してモニタすれば十
分、と判断されたようなものも
あった。環境センサの情報を総合
すれば、参加者がいつ眠り、いつ
行動しているかなどが判断できる
こともわかった。
　対象者の 3 分の 2 は生活の質
が向上したと報告し、80% は継
続して利用したいと回答した。
Bolzano にとって、経費の節減効
果は 31% に達した。
　Intel もヘルスケアビジネスに
参入した。対象者個人とその家
族、医療従事者がいつでも適切な
情報に瞬時にアクセスできるよう
にすることで、より的確な情報に
基づいた判断を下せるようにする
ことが、実現目標である17）。生活
が豊かになり高齢化が進む中、生
活習慣病の予防、慢性疾患の管
理、高齢者の自立した生活の実現
という課題が顕在化してきたが、
課題解決には情報通信の有効利用
がますます重要な役割を果たすと
Intel は考えている。
　Intel は、2006 年 6 月にハイテ
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ク企業、ヘルスケア企業、フィッ
ト ネ ス 企 業 と と も に Continua 
Health Alliance を 結 成 し、 ネ ッ
トワーク技術を利用したホームヘ
ルスケアの普及促進を目指した。
Continua は、さまざまな健康・
医療システムやサービスをシーム
レスに扱うことを目標としてい
る。たとえば、家庭にある血圧計
や体重計、体温計などの健康機器
や医療機関にある医療機器と、健
康機器や医療機器を活用したシス
テムやサービスがシームレスに連
携することで、パーソナル・ヘル
スケアの質はより向上する。
　2010 年には、Continua 対応の
消費者向けインターネット・ヘル
スケア・サービスやアプリケー
ション約 20 種類の実用化が順次
開始された。また、2008 年には
パナソニックと組んで、医療現場
での業務効率の向上を支援するヘ
ルスケア向けモバイルパソコンの
事業化に乗り出した。
　Qualcomm では、糖尿病患者
が毎日家庭で測定した血糖値デー
タを遠隔の健康管理センターに自
動的に送信するシステムの実験を
2012 年に開始した18）。「2–3　在
宅医療の取り組み」で紹介した事
例と同様の研究である。
　ドイツでは長寿者の比率が増加
し、2050 年 に は 1,000 万 人 が 80
歳以上となると予測されている。
雇用の流動化が同時に進行してい
るため、家族は高齢者から離れた
場所で居住し、高齢者の多くは独
居となると考えられる。同時進行
する形で社会インフラの劣化が起
きている。食料の供給・郵便サー
ビス・公共交通といったインフラ
が、高齢化が進行している地域で
需要の低下とともに切り捨てられ
るようになり、そのような地域で
は医師の不足も生じている。
　上述の状況を改善・解決するた
めに技術の果たす役割に期待が高
まってきた。このうち、情報通信
分野の技術が Ambient Assisted 
Living（AAL）である。Ambient
は「空気のように漂う」という意
味で、我が国で使用されているユ
ビキタスに対応する欧州流の表現
である。AAL 全体では「空気の
ように囲まれた情報通信システム
によって支えられる生活」という
意味になる。
　欧州は AAL の社会的重要性を
認識し、フレームワークプログラ
ム資金が投入され、各国で研究開
発が始まっている。また、「7–3　
国家的推進体制の確立」で紹介す
る大規模実証プロジェクトも動き
出している。
4-1
初期の研究
　高齢者の中には自立生活支援
サービスなしには日常生活を送れ
ない人々がいる。付き添いがいな
い時に医療的な緊急事態が発生す
ると、これらの人々は大きなリス
クに直面する。家庭内にモニター
カメラを設置する方法が 10 年来
試みられてきたが、プライバシー
を確保できないという問題があ
る。そこでロボットによって高齢
者を支援しようというアイデア
が生まれた。しかし、家庭内とい
う、狭い廊下や家具があり、荷物
が置かれる複雑な環境下では、ナ
ビゲーションが上手にできない
と、ロボットが対象者を発見する
のに長時間を要してしまう。カイ
ザースラウテルン工科大学では
ロボット ARTOS を開発した19）。
ARTOS には、レーザ測距儀、超
音波センサ、RFID 読取機、凹凸
センサ、遠隔から焦点やズームが
調整できるカメラ（Pan-tilt-zoom 
Camera）が装備されている。家
庭内は方眼に区分されて廊下や家
具の場所が記録され、その様子は
時々刻々更新される。対象者の状
況を解析し、緊急事態を自動的に
検知し、それに基づいてただちに
連絡が取られる。
　フラウンホーファ研究所が開
発した OxiSENS は、フォトダイ
オードからの信号を処理し、動
脈血の SpO2 値（動脈血酸素飽和
度）、心拍数およびパルス波曲線
（脈波）を測定する20）。T シャツ
や乳児服に呼吸モニタリングシ
ステムを組み込んだ RespiSHIRT
も開発された21）。データはスマー
トフォンに無線で送信され、分析
される。ジョギングなどの身体活
動によって偽アラームが引き起こ
されることがない、信頼性の高い
測定をおこなう安定したシステム
となっている。
4-2
相互運用性への気付き
　ARTOS、OxiSENS、Respi-
SHIRT といった個別の研究開発を
進めるうちに、相互運用性の確保
について関心が高まっていった。
　家庭内に数多くのセンサを配置
し、電気、水道、ガス、そのほか
の利用状況や対象者の身体動作
（睡眠状態かどうか）などを検出
する。これらの情報を総合して、
料理をしている、電気・ガス・水
4 ドイツの動向
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な AAL システムの開発および要
素部品の実装のために取り組むべ
き、最も重要な未解決問題に対処
することを目指している。
　相互運用性の課題を解決するた
めに必要なイノベーション、製品
開発、標準や規制の枠組みが分析
され、ロードマップ文書として発
表される予定である。これに加え
て、「ユースケースに基礎をおく
統合プロファイル」が、最も重要
な AAL アプリケーションのため
に定義され、公開されることに
なっている。
　欧州横断的な研究開発プログラ
ムである第 7 次フレームワークプ
ログラムの一環として univers- 
AAL が推進されている。革新的
な AAL ソリューションを開発し
普及するのに立ちはだかる障壁を
減らすのが目的である23）。これに
より、購入可能で、構成が簡単
で、パーソナライズでき、利用可
能な解が提供され、AAL の利用
者（高齢者・障害者・家族・自立
支援者）に利益をもたらす。ソ
リューションの提供側にとって
も、新しく革新的な AAL サービ
スの創出が容易になり安価にな
る、あるいは既存サービスの要素
部品やサービスまたは外部システ
ムを適用してさらに新しいサービ
スを生み出せる、といった利益を
もたらす。
　今利用されている OS ではアプ
リケーションのインストールは簡
単だが、それと同様に、univers- 
AAL は AAL サ ー ビ ス の セ ッ
トアップを容易にしようしてい
る。すべての標準を自ら作成する
わけではなく、Continua Health 
Alliance、Healthcare Service 
Specif icat ion Project；HL7、 
OMF、IEEE11073、ISO TC215
（CEN TC251）、Task Force 352
等の成果を上手に利用すること
で、成果を出そうと考えている。
4-3
ドイツ国内における
標準化活動
　DKE は、AAL に関連する標準
をいくつか作成している。センサ
／アクチュエータとホームバス、
ユーザインタフェース、ミドル
ウェア／サービス、オペレータの
モデル、アプリケーションを中心
に据えた統合プロファイルの各レ
イヤーで標準を作成する方針であ
る。標準化の中で考慮されなけれ
ばならないのは、国際性、アプリ
ケーションを中心に据えた統合プ
ロファイル、AAL 要素部品間の
相互運用性、品質保証、自立生活
支援システムのオペレーション、
システムとしての認証とマーク付
与、といったことであるとしている。
　Verband der Elektrotechnik 
Elektronik Informationstechnik 
e.V.（VDE）では、既存の国際・
国 内 標 準 を サ ー ベ イ す る 大 規
模な調査を実施した。調査結果
は『Interoperabilität von AAL-
Systemkomponenten Tei l1：
Stand der Technik』として書籍
化された。図表 3 は、書籍で取り
上げられた標準化領域を示す。
道・トイレなどが使用されてい
る、夜はよく眠っている、となっ
たら「青信号」である。キッチン
の利用がないとか、玄関ドアの開
け閉めがない、行動している様子
が見られないなどの場合には、総
合判断は「黄信号」になる。さら
に悪化すれば「赤信号」が出る。
システムの要点は、対象者が身に
つけるものを含めて多数配置され
たセンサ類の情報をすべて収集
し、総合的に健康状態を判断する
ことである。個々の対象者のニー
ズに応じるように個別にシステム
を設計するのでは、複雑で高価に
なってしまう。それを避けるた
め、標準化と相互運用性が重要で
ある。
　Roadmap AAL Interoperability
（RAALI）は、Institut für Informatik 
Oldenburg（OFFIS） が 責 任 者
となって、フラウンホーファ研
究所、国内標準化団体 Deutsche 
Kommiss ion Elektrotechnik 
Elektronik Informationstechnik 
im DIN und VDE（DKE）等と共
同で推進しているプロジェクトで
ある22）。多くの AAL システムが
開発されているが、アプリケー
ションの領域と利用者からの複
雑なニーズがそれぞれに異なる
ため、これらのシステムは非常
に特殊化されている。このこと
は、柔軟性のない、個々に孤立し
たアプリケーションの開発につな
がる恐れがある。AAL システム
の「共通化」は、加齢にともなう
多疾病罹患（multimorbidity）に
よって日々変化していく利用者の
ニーズに対処するためにも必要で
ある。RAALI は、相互運用可能
　2010 年、ドイツは、International 
Electrotechnical Commission
（IEC、国際電気標準会議）内の
Standardization Management 
Board（SMB、標準管理評議会）
に対して、AAL の標準化戦略に
ついて検討するように提案を行っ
た。既存委員会での AAL にかか
わる標準化の動向を把握し、不足
5 IECの動き
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注）SG5（AAL）の活動範囲：自立生活支援（AAL）にかかわる、多くの IEC TC での標準化作業
をマネージし、調整し、AAL システムの相互運用性と相互接続性を確立し、ユーザインタフェー
スについてアクセシブルなデザインを実現する。AAL は、肉体的・精神的な状態によって、自立し、
安全で、豊かで、自主的な生活を送れない人々を支援する、製品・サービス・環境・設備として定
義される。なお、アクセシブルなデザインの定義は ISO/IEC ガイド 71 を参照する。
出典：VDE 発行の書籍“Interoperabilität von AAL-Systemkomponenten Teil1”
図表 3　標準化のテーマと技術の概要
する標準化項目を特定し、標準化
の計画を作成し、また、IEC 内で
の AAL に関する業務を調整する
機能の実現方法などについて検討
すべきである、という提案内容で
あった。
　これを受けて、SMB は、アド
ホックグループ 29 を設立するこ
とに同意した。アドホックグルー
プ 29 では、検討の結果、AAL と
して標準化すべき範囲として図表
4 を描いた。
　AAL として標準化すべき範囲
から外れるものに、モノのイン
ターネット、ホームエンタテイメ
ント、ケーブル接続体系などがあ
る。これに対して、医療サービス
や社会サービスは AAL の範囲の
中である。なお、範囲外について
は AAL として新たに標準を作成
することはないが、通信サービス
については今後、一部標準が求め
られる可能性もあるため、中間に
位置づけられている。
　アドホックグループ 29 からの
提案は承認され、SMB の下部組
織として SG5 （AAL）注）を設立す
ることが決定された。我が国は欧
州に先行して高齢化が進展してお
り、また、将来、自立生活支援サー
ビス市場には大きな成長の可能性
があり、我が国企業はこの機会を
利用すべきであるとして、我が国
として SG5（AAL）に参加する
ことになった。
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出典：IEC SMB アドホックグループ 29 報告
図表 4　AALとして標準化すべき範囲
　IEC では、AAL として標準化
すべき範囲として、図表 4 をたた
き台に議論を開始している。ここ
で医療サービスや社会サービスが
範囲内とされているのはなぜだろ
うか。
　それは、単に技術を用意するだ
けでなく、社会がどのように利用
するかが重要だからである。たと
えば、家庭内で心電図や呼吸機能
を測定し平時と緊急時が区別でき
るようにするのは、技術を用意す
ることである。社会で利用すると
いうのは、緊急の場合に自立支援
者が装着者の元に駆け付けるサー
ビスを提供することである。在宅
医療でも同様である。血中酸素飽
和度、血糖値等といった医療バイ
タル情報が自動収集できるように
なっても、医療従事者が閲覧し遠
方の在宅患者に対して遠隔医療を
実施しなければ、社会的な価値は
生まれない。自立生活支援技術の
研究開発は、自立支援者・医療従
事者あるいは自治体職員や家族が
関与する形で提供される自立生活
支援サービスとして、実際に利用
されて初めて役に立つ。そこで、
IEC は、センサやアクチュエータ
といった純技術課題に加え、医療
サービスや社会サービスについて
も、サービス品質などを中心に国
際的に合意できる基準を策定する
ための戦略を検討している。
　自立生活支援技術で測定・取得
される情報の多くは、利用者個々
人の機微情報である。起床から就
寝までの日常行動の様子や医療バ
イタル情報を、みだりに第三者に
見える状態に放置するのは適切で
はない。また、機微情報が外部に
流出するのを利用者が許すはずも
ない。自立生活支援サービスの提
供者は、このような機微情報の流
出の可能性を最小限に抑えた上
で、万が一流出した場合の被害を
できる限り少なくするため、リス
クマネジメントの考え方でサービ
スを設計することが必要である。
自立生活支援技術によって取得さ
れる情報を、どのように保護する
かについて、社会的に共通の理解
を生みだしていかなければならな
い。IEC ではプライバシー / デー
タ保護についても、国際的な基準策
定を目指して戦略を検討している。
　自立生活支援技術の中核は、多
数のセンサとアクチュエータをイ
ンテリジェンスによって統合制御
する、広義の意味でのロボット技
術である。しかし、研究開発をロ
ボット研究者だけに委ねるのは適
切ではない。ロボットからの謝罪
についての研究に象徴されるよう
に、自立生活支援技術の研究開発
には人文科学・社会科学の研究者
も加わり、学際的に展開すること
が求められる。これは、サービス
品質・プライバシー / データ保護
などの国際標準化活動に貢献する
ためにも必要である。
　我が国では、「2–4　見守りサー
ビスの提供」で紹介したように、
自立生活支援サービスの初期実用
化が進んでいる。初期事例に最新
の研究開発成果が組み込まれてい
くというのが、想定される普及シ
ナリオである。
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　我が国では世界に先駆けて高齢
化が進展している。高齢化には社
会の活性度を奪う否定的なイメー
ジがあるが、高齢者を対象とする
ビジネスが拡大していくのは間違
いない。自立生活支援サービスは、
介護負担を軽減するという社会的
観点から見ても合理的な側面があ
る。自立生活支援サービスを展開
することはビジネスチャンスでも
ある。我が国市場で成功しブラン
ドネームを確立すれば、引き続い
て高齢化が進展していく国々での
ビジネスに役立つだろう。
　人間の存在を検出する人感セン
サは防犯に利用されている。人感
によって照明を点滅したり、エア
コンを制御させたりする技術もす
でに存在する。人感センサは、ま
た、高齢者の日常的な生活行動を
モニタするのにも利用できる。そ
れでは、これらの用途個々のため
に、多数の人感センサを家庭内に
設置すべきなのか。それは間違い
である。人感センサの数は限定
し、出力を防犯・照明点滅・室温
制御・生活行動モニタに同時に提
供するほうが効率的である。「2–2
スマートハウス」でコンパクトシ
ティについて説明したが、それと
同じ考え方である。
　我が国の主導で国際標準 ISO/
IEC 12905 12905：Integrated 
circuit cards – Enhanced terminal 
accessibility using cardholder 
preference interface – が 2011 年
に発行された24）。これは、言語・
音量・周波数、表示するテキスト
のサイズ・色・コントラスト、操
作速度などについて、利用者の
好みを IC カードにあらかじめ収
容しておくと、IC カードをかざ
すことで自宅に設置された自立
生活支援サービスの入出力装置、
ATM、券売機、住民票交付機な
どでの情報のやり取りが容易にな
る、という技術に関する標準であ
る。この場合も、個別の機器・サー
ビスごとに別の IC カードを発行
するよりも、一つの IC カードで
多数の端末設定に利用できるほう
が都合がよい。
　自立生活支援サービスを企画す
るにあたっては、防犯や高齢者緊
急通報システムといった個別の
サービスを想定するよりも、総合
的なサービスとして立案するのが
適切である。総合的なサービスは
必ずしも一社では実現できないか
もしれない。たとえば、通信事業
者が主体となれば通信システムの
運用までは容易に実施できるが、
防犯ビジネスにかかわる知識や経
験は乏しい。また、業界横断的な
協力が必要になるかもしれない。
たとえば、前述の IC カードがい
つでも利用できるためには、自立
生活支援サービスの提供者・金融
機関・交通機関・自治体等の協力
が求められる。
　総合的なサービスのビジネス化
は、適切なパートナー企業と手を
組むことが前提である。
　2012 年に閣議決定した『日本
再生戦略』では「高齢者の生活の
質の向上、介護・福祉現場等にお
ける負担軽減、効率化、介護サー
ビスの進化のため、我が国が有す
るロボット技術等を活用し、多様
な医療機器、福祉機器を開発し、
我が国の新しいものづくり産業の
創出に貢献する。」とされている25）。
本稿で説明してきた情報通信技術
を基盤とする自立生活支援技術
は、まさに日本再生戦略に対応す
る研究開発である。
　しかし、一部小規模な先行事例
を除けば、自立生活支援サービス
は、容易には社会に普及しそうに
ない。それは技術と制度の両面に
壁が存在するからである。最後に、
これらの壁と改革の方向性につい
て提言する。
7-1
相互運用性の実証義務
　自立生活支援サービスの社会へ
の普及を阻む最初の壁はコストで
ある。自立生活支援サービスは介
護保険制度に基づく介護サービス
の費用を節減できるが、節約でき
る以上にコストがかかるのでは、
代替策として社会が受け入れるは
ずはない。「7–3　国家的推進体制
の確立」で後述するように、自立
生活支援サービスは医療・介護費
用を節減できるとの英国での調査
結果も出ているが、導入を決断す
る際には低価格化が求められる事
情は変わらない。
　コスト低減には、たとえば構成
要素の量産が求められる。しかし
量産や汎用化を考慮するような成
熟度には研究開発は達していな
い。インターネットが社会に急速
に普及した要因の一つは、最初か
ら相互運用性が意識され、研究開
発プロジェクトには相互運用性の
確認が義務付けられ、標準化活動
が推進され、標準化の成果が短期
間で量産品（インターネットを構
成する多様なハードウェア / ソフ
トウェア全体）に実装されたから
である。これに対して、「2　我が
国の動向」で紹介した成果の多く
は、相互に接続したり運用したり
できない。まだ相互運用性は視野
7 提言
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の隅なのである。
　自立生活支援サービスは、セン
サ・アクチュエータ・インテリ
ジェンスのインタフェースが標準
化され、サービス・システムから
構成要素であるセンサ・アクチュ
エータ・インテリジェンスまで、
さまざまなレベルで相互運用性が
確保されて初めて現実化する。こ
のため、インタフェースの国際・
国内標準化は不可欠である。利用
者は旅行するし、引っ越す場合も
ある。そのような際にも、自立支
援サービスの提供者間で情報連携
すれば、継続して同一レベルの自
立生活支援サービスが受けられる
ようになる。この情報連携は、セ
キュリティや信頼性を確保しつつ
行われる必要があるが、自治体毎
に個人情報保護条例が存在し、ば
らつきがある現状では実現がむず
かしい。サービスにおける相互運
用性には、「7–2　個人情報保護等
の制度改革」が深く関わってくる。
　ドイツで実施された調査結果に
もあるように、標準化の分野は多
岐にわたる。関連する企業の数は
極めて多く、関連する技術分野も
広い。個々の分野にはすでに標準
化された技術が存在する場合もあ
り、既存標準を無視して一から標
準化をやり直すことは適切ではな
い。したがって、多くの分野にお
いては既存標準を流用し、限られ
た分野で新たな標準を作成する
といった戦略思考が必要である。
IEC で戦略検討が開始されたよう
に、プライバシー、データ保護や
サービスの質といった従来あま
り意識されなかった分野について
も、国際・国内レベルでの基準策
定が求められる。
　政府は『日本再生戦略』に基づ
いて研究開発支援を続けている
が、対象とした研究開発／実証プ
ロジェクトに対して、多様なレベ
ルでの相互運用性にかかわる標準
化活動への参加や、複数の研究開
発／実証プロジェクトが協調して
実施する相互運用実験を義務とし
て課すのが適切である。
7-2
個人情報保護等の制度改革
　『日本再生戦略』に先立ち 2010
年に発表された『新成長戦略』に
は、「医療・介護・健康関連サー
ビス提供者のネットワーク化によ
る連携と、情報通信技術の活用に
よる在宅での生活支援ツールの整
備などを進め、そこに暮らす高齢
者が自らの希望するサービスを受
けることができる社会を構築す
る」との記述がある26）。自立生活
支援サービスは医療・介護・健康
関連サービスに直接関係し、これ
らサービスで得られる情報を連携
することで、利用者に役立つサー
ビスとなる。例を取り上げよう。
● 頭部に激痛を感じて救急車で
緊急病院に向かう。脳内出血と
判明し緊急手術を受ける。その
後、総合病院に転院し、ある程
度快復したところで自宅療養に
移る。リハビリテーションセン
タに頻繁に通うとともに、自宅
には定期的にヘルパーが訪問す
るようになる。
　この例では緊急病院に入院した
時点から、退院後の介護計画を立
案しておくことが、患者にとって
理想的である。このためには、緊
急病院・総合病院・町の掛かり付
け医といった医療関係者、リハビ
リテーションセンタやヘルパーと
いった介護関係者、さらには医
療・介護保険で関係する自治体な
どの間での情報連携が求められ
る。遠隔に居住しているかもしれ
ない、家族との連携も不可欠である。
　情報連携は、上に示したような
例だけではなく、自立生活支援
サービス全般について必要であ
る。ビジネス化に際しては、い
かに情報連携体制を組めるかが成
否を分けるポイントとなる。しか
し、上述の二つの例は、個人情報
保護法に制限されるために我が国
では簡単には実現できない。
　個人情報保護法には、個人情報
を取り扱う際には利用目的をでき
る限り特定し、利用目的を個人
情報の提供者に通知または公表
し、特定された利用目的の達成に
必要な範囲を超えた個人情報の取
扱いを原則禁止する、などの規定
がある。自立生活支援サービスで
は、利用者の状態が年月とともに
変化するため、最初に想定した利
用目的を越えて情報を利用しなけ
ればならない状況が発生する場合
がある。利用者が急病となったな
どの緊急時に今までの自立生活支
援サービスの提供状況を医療関係
者に伝達する、というケースを考
えてみればよい。その度に利用者
から情報提供の同意を得るのを義
務付けては、自立生活支援サービ
スに求められる柔軟性が損なわれ
る恐れがある。そもそも利用者は
意識を失っているかもしれない
し、認知症が進行するなどして自
ら同意するのがむずかしくなる場
合もあるだろう。利用者の生活を
支えるという合理的な目的があれ
ば、同意を求めなくても情報連携
を認めるといった方向に、個人情
報保護法を改正するのが適切であ
る。このため、情報連携の目的と
同意のあり方（包括同意、事前同
意、事後追認など）について、わ
かりやすいルールづくりが求めら
れる。
　医療と介護の連携も必要だが、
政府の検討では「2025 年までに
相互連携」と長期的な目標に留
まっている27）。医療と介護の相互
連携を進めることは、質を下げ
ずに社会保障費用を削減すること
にもつながるため促進すべきで
ある。この連携のためにマイナン
バー（社会保障・税番号）の導入
が必要なことはいうまでもない。
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自立生活支援技術は利用する高齢
者の生命・安全にかかわる場合も
あることから、従来の延長線上で
規制を考えるのではなく、ビジネ
ス化には柔軟にかつ迅速に取り組
む必要がある。
　制度改革を進めることが、自立
生活支援サービスが社会に役立つ
ための前提ともいえよう。
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国家的推進体制の確立
　どのようにしたら、個人情報保
護法の改正や医療と介護の情報連
携、マイナンバーといった制度改
革が進められるだろうか。
　英国ではキャメロン首相の主導
で、「3millionlives」という自立生
活支援技術を採用した遠隔医療・
遠隔介護実証プロジェクトが動き
出した28）。英国では 1,500 万人が
長期介護保険サービスのいずれか
を受給しており、今後、一層の増
加が予測されるが、このままでは
費用をまかなうことができない。
そこで 300 万人を対象に 5 年間の
実証プロジェクトを実施すること
にした。まず 6,000 人を対象に、
Whole Systems Demonstrator
（WSD）というプログラムを先行
して実施し、慢性疾患や肺疾患を
持っている患者宅のセンサにより
医療バイタル情報などをモニタ
リングすることにより、死亡率
45% 減、緊急入院数 20% 減、寝
込む日数 14% 減などの効果を実
証した。また、この間、医療・介
護に関わる経費は一人当たり 180
ポンド節減された。この WSD の
成果を元に、大規模に展開するの
が 3millionlives である29）。
　シンガポールでは、医療と介護
を統合して管理する Agency for 
Integrated Care（AIC）が 2011 年
に設置された30）。AIC は情報通
信技術の最大限の活用を展望し
ており、生涯健康医療電子記録
（Electronic Health Record）に介
護情報も統合されることになって
いる。
　英国・シンガポールに比較し
て、我が国にはこの問題に対する
国家としての戦略と、それを実行
に移す強い意思が不足しており、
これにより医療と介護の相互連携
が遅々として進まないといった結
果を招いている。『日本再生戦略』
の迅速な遂行を図るため、自立生
活支援サービスについても推進エ
ンジンとして責任を持つ組織を明
確化するなどの施策を展開してい
くべきである。
　我が国では実証プロジェクトと
いっても高々百人程度の規模に留
まることが多いが、特区制度を適
用して、地方自治体に裁量を付与
して都道府県単位で大規模な実証
プロジェクトを実施し、実績を定
量的に評価するというような施策
も進めるべきである。東日本大震
災の被災県で大規模実証プロジェ
クトを実施するのも一案であろう。
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